わが 国 に お ける ナノ テク 事業 化 の 現状 と 課題 


奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 


桐 畑 哲 也 
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[T] 1 ナノ テク 事業 化 へ の 期待 


FE 民 共 に 高い 期待 感 を 表明 


ナノ テク ノロ ジー・ 材 料 分 野 を 「 国 際 市 場 で 競争 力 を 有する 将来 の 日 本 の 主 
要 産 業 に 育て て いく < 事 が 重要 で ある と 指摘 する と 共に 、 ナ ノ テ ク 関 連 産 業 の 国 
内 市 場 規 模 は 、2010 年 に は 20-26 兆 円 に 達する と 予測 
(内 閣府 経済 財政 論 問 会 議 (2002)、p.2 ) 
を ナノ テク ノロ ジー に 関す る 優れ た 研究 成果 を 発掘 し 、 
産業 に つなげ て いく た め の 取 組み が 重要 (日 本 経済 団体 連合 会 (2002)) 


量 わ が 国 で ナノ テク が 注目 され る 妥 因 


① 基 盤 技 術 で ある が 故に 広範 な 分 野 で 次 世代 の 産業 や 社会 に 大 き な 影 響 

(経済 団体 連合 会 (2000) ) 
② 基 礎 研 究 分 野 に お いて 、 我が国 が 国際 的 に 見 て 比較 優位 に ある と の 認識 
③ 我 が 国 の 製造 業 が 中 国 、 韓 国 等 の 台頭 で 、 高 付加 価値 の 製品 を 指向 
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2 先端 科学 技術 事業 化 に お ける デス バレ ー 
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21 デス バレ ー 現 象 と その 要因 
ETANL JR 
「 優 れ た 先端 科学 技術 を 十分 に 事業 化 へ 繋げ る 事 が 出来 な い 状態 」 


量 デス パ バ レー 現象 と その 要因 に 関す る 先行 研究 


| 米国 は 科学 に お ける 活動 領域 で は 卓越 し て お り 、 新 発見 の 数 で 右 に 出る 国 
は な い 。 に も か か わら ず 米 国 企業 は こう し た 発明 、 発 見 を 基礎 と し て 事業 展開 

を 図る 点 で 海外 企業 に 遅れ を と っ て いる (pp.67-68)」(Dertouzos, Michael L., 
Robert M. Solow, and Robert Lester (1989)) 


洲 国 企業 が 優れ た 科学 技術 を 十分 に 事業 化 へ と 繋げ られ て いな い 
(Tassey(1999), Ehlers(1998)) 


ぁ テ スバ レー 現象 に つい て 「 資 金 、 研 究 、 情報 ・ 信 頼 の 3 つの 基本 的 な 相互 
に 関係 の ある ギャ ッ プ を 包含 する も の と し て 考え る 事 が 出来 る (p.11)」 
(Branscomb and Auerswald(2001) ) 
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[l 22 事業 化 段 階 の 分 類 と 注目 すべ き 製 品 開発 段階 


還 デ スバ レー 現象 の 事業 化 段階 毎 の 調査 の 必要 性 
適正 な 科学 技術 政策 立案 の た め に は 「 ど の 分 野 に どの よう な 形 で 存在 する 
の か の きめ 細か な 調査 を し な けれ ば な ら な い (p.11) 」 と 指摘 し 、IT、 ナ ノ テ ク 
等 対象 と する 先端 科学 技術 分 野 毎 、 ま た それ ぞ れ の 事業 化 段 階 を きめ 細 
か く 分 け て 、 詳 細 に 調査 する 必要 性 を 示唆 (児玉 (2003)) 


量 本 研究 発表 に お ける 先端 科学 技術 の 事業 化 段階 

基礎 研究 段階 製品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の 三 つ の 段階 に 分 類 

na 
基礎 科学 を 特許 等 に 代表 され る 技術 に 結実 させ る まで の 段階 

製品 開発 段階 
x 基礎 研究 の 成果 で ある 有望 技術 を 試作 品 等 の 製品 レベ ル に 作り 込む 段階 

事業 化 段 階 x 
出来 上 が っ た 製品 の 販売 を 拡大 し 、 一 定規 模 の 新た な 市 場 を 形成 する まで の 段階 
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思 2.2 事業 化 段 階 の 分 類 と 注目 すべ き 製品 開発 段階 


量 事 業 化 に 至る 段階 と 主要 経営 課題 の 変遷 


基礎 研究 へ の 製品 開発 へ の 事業 化 へ の 
経営 資源 投入 経営 資源 投入 din ion ima 


1 00% トメ スネ メメ ユネ メメ ネス ュ メ ュ ミュ ス メ トス ススメ 


ch. 
し 


Dp es Shi Sma Nk B >: š HP 


Ë 製 = 時 間 ① 
術 n 業 
se ss 
製品 開発 段階 事業 化 段階 
く 経営 課題 > く 経営 課題 > く 経営 課題 > 


・ 特許 取得 ・ 試作 品 開発 ・ 市場 形 成 
・ 基礎 研 究 高度 化 等 ・ 製 品 の 高度 化 等 ・・ マ ー ケ ティ ング 等 
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[J] 2.2 事業 化 段階 の 分 類 と 注目 すべ き 製 品 開発 段階 
昌三 段階 に お ける デス バレ ー 現 象 に 関す る 先行 研究 


き 基礎 研究 段階 
玉田 、 児 玉 、 玄 場 (2003) は 、 バ イオ テク ノロ ジー 、 ナノ テク 、 情報 通信 、 環境 技術 の 四 分 野 に つい て 日 本 の 
特許 に 関す る 調査 を 行い 、 サ イエ ンス リン ケー ジ は 「 バ イオ テク ノロ ジー が 突出 し て 多く 、 ナ ノ テ クノ ロジ ー が 
それ に 続き 、IT と 環境 技術 は 少な い (p.32)」 と 指摘 し 、 バ イオ テク ノロ ジー や ナノ テク で は 、 基 礎 研究 を 技術 
に 転換 する 能力 の 欠如 が 、 デ スバ レー 要因 と な り 得 る 事 を 示唆 。 

き 製 品 開発 段階 
George Day and Paul Schoemaker(2000) は 、 製 品 開発 段階 の 成功 条件 と し て 「 経 営 ト ッ プ 層 の 継続 的 な サ 
ポー ト 、 既存 事業 か ら の ニュ ー ベ ンチ ャ ー の 分 離 、 組織 や 戦略 の 柔軟 性 、 リ スク テイ ク や 経験 か ら 学 ぶ 前 
向き な 姿勢 が 求め られ る 。(p.52)」 と 指摘 し た 上 で 、 こ の 段階 に お ける デス バレ ー 要 因 と し て 、 事 業 へ の 参入 
の 遅れ 、 慣れ へ の 固執 、 ト ッ プ の 十分 な コミ ッ ト メ ント へ の 忠 踏 、 持続 性 の 欠如 等 を 挙げ る 。 

き 事 業 化 段 階 
Moore(1991) は 、 先端 科学 技術 を ベー ス と し た 製品 を 市 場 に 浸透 させ る に あたっ て 、Moore(1991) が キャ ズ 
ム と 呼ぶ デス バレ ー 現 象 が 存在 する と 指摘 し 、 製 品 中 心 の 価値 観 が 、 事業 化 段 階 に お ける 主要 な デス バ 
レー 要因 で ある (pp.134-135) と 論じ る 。 


一 ナノ テク 事業 化 に お ける 帝 品 開発 段階 の 重要 性 
ナノ テク は 、 バ イオ テク ノロ ジー や IT と 比べ て 市 場 が 十分 に 拡大 し て いる と は 言え な い 。 ナ ノ テ ク 
事業 化 に 現在 取り 組ん で いる 企業 に お いて は 、 事 業 化 段階 以前 、 特 に 事業 化 に 向け た 製品 開 
発 段階 を 主要 な 課題 と し て いる と 想定 され 、 研 究 の 優先 順位 も 高い 。 
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[T] 22 事業 化 段 階 の 分 類 と 注目 すべ き 製品 開発 段階 


量 我 が 国 製造 業 の 製品 開発 段階 に 深刻 な デス バレ ー 現 象 が 存在 
(井上 、 二 癒 、 石 川 、 船 曳 (2003)) 


技術 が 製品 化 さ れ な い 事 へ の 評価 


ビジ ョ ン の 描出 や 填 要 (市場) の コン セブ ト 化 の 問題 


の 


ABM oma 


企業 文化 の 問題 


資金 面 の 問題 
動機 づけ の 問題 
外部 と の 連携 の 問題 


出所 : 井上 ほか (2003) 複数 回 答 
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3 ナノ テク 事業 化 と デス パ バ レー 現象 


HI 3 ナノ テク 事業 化 と デス バレ ー 現 象 
上 ナ ノ テ ク の 製品 開発 段階 に 関す る 先行 研究 


Bucher, Birkenmeier, Brodbeck, Escher(2003) は 、 製 品 等 に 新た に ナノ テク を 導入 し た スイ ス の 20 
企業 に 対す る イン タビ ュー 調査 を も と に 、 ナ ノ テ ク の 製品 開発 が 成功 する た め に は 、 技 術 評価 と 技 
術 の 導入 が 繰り 返し 行わ れる 事 、 ト ッ プ マネ ー ジ メン ト の 参画 、 さ ら に 、 学 際 的 な スタ ッ フ に よる プ 
ロジ ェクト と し て 実施 され る 事 が 求め られ る (p.162) と 論じ し 、 こ れ ら の 欠如 が デス バレ ー 要 因 と な り 得 
る 事 を 示唆 。 


本 研究 発表 が 実施 し た 質問 表 調査 
- ナ ノ テ ク 製 品 開発 段階 の デス パ バ レー 現象 の 有無 と その 要因 - 


( 財 ) 大 阪 科 学 技術 セン ター・ 関 西 ナ ノ テ クノ ロジ ー 推 進 会 議 の 参加 企業 を 中 心 に 関西 に 主要 な 
事業 所 、 研 究 所 を 有 し ナノ テク 事業 化 に 取組 む 企 業 の 経営 企画 担当 者 、 研 究 開発 担当 者 


調査 の 特徴 

我が国 の ナノ テク と 製造 業 全般 と の 製品 開発 段階 に お ける デス バレ ー 現 象 と その 要因 を 比較 

調査 し 、 ナ ノ テ ク の 製品 開発 段階 に お ける 主要 な デス バレ ー 有 衣 因 を 明らか に し た 。 

質問 は 、 井 上 ほか (2003) が 実施 し た 製造 業 3626 社 (491 社 か ら 回 答 ) を 対象 と し た 質問 表 調 査 と 
全く 同様 の 質問 を 一 部 で 実施 。 (本 調査 に お ける 上 場 企 業 は 、 上 場 企 業 を 対象 と し て 調査 を 実 
施し た 井上 ほか (2003) の 調査 結果 と 比較 が 可能 ) 
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N 3.1 ナノ テク 製品 開発 段階 の デス バレ ー 現 象 と その 要因 
画 才 ナノ テク の 製品 開発 段階 に お いて 製造 業 同 様 の デス バレ ーー 現象 


「 研 究 成 果 が どの 程度 新た な 製品 に つなが っ て いる か 」 


「 必 ず し も つなが っ て いな い 」 :50.096 
「 ほとん ど つ な が っ て いな い 」 :12.596 
「 全 くつ な が っ て いな い 」 :5.796 


つ 製 品 化 に 課題 を 抱え て いる と 答え た 企業 が 全体 の 7096 近 く 


ml nu IE DAK ih 


| 


必ず し も つなが っ て いな い 50.0% 53.7% 44.1% 50.0% 


| ほとん ど つなが っ で て いない — — | 125%| 149%W| 89%| 2301 
Am 
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[T] 31 ナノ テク 製品 開発 段階 の デス バレ ー 現 象 と その 要因 


EZ / VL EN 


< 上 位 > 

「 ビ ジョ ン の 描出 や 需要 (市 場 ) の コン セプト 化 の 問題 」 

「 資 金 面 の 問題 」 ーー 井 上 ほか (2003) の 製造 業 全般 の 割合 の ほぼ 2 倍 
「 外 部 と の 連携 の 問題 」 ーー 井 上 ほか (2003) の 製造 業 全般 の 割合 の ほぼ 3 倍 


還 技 術 が 製品 に つなが ら な いい 要因 


! 造 業 全般 


ビジ ショ ン の 描出 や 番 要 (市 場 ) の コン セブ ト 化 の 問題 42.9% 65.0% 


emo ss | 412%| 462%| 399%| 220% 


| 外部 と の 連携 の 問題 — |263%| 154%| 524%| 90% 
内 部 部 門間 や 組織 間 連 携 の 問題 


= 複数 回 答 
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HI 32 資金 の 問題 - 公 的 資金 の 活用 を 重視 


量 事 業 の 総 投資 額 に 研究 開発 費 の 占め る 割合 


「 他 の 事業 と 比較 し て 非常 に 高い 」「 や や 高い 」: あ わせ て 4096 
(「 や や 低い 」「 非 常に 低い 」 を 109% 上 回 る ) 
つ 他 の 事業 より も 事業 の 総 投資 額 に 占め る 研究 開発 費 が 高い 傾向 


量 ナ ノ テ ク の 研究 開発 資金 の 調達 方 法 


「 政 府 、 自 治 体 か ら の 研究 開発 補助 金 」 
「 ナ ノ テ ク 事 業 以 外 か ら の 持ち 出し 」 

「 ナ ノ テ ク 事 業 自体 の 売り 上 げ 」 

「 提 携 企業 か ら の 研究 費 」 

「 特 許 売却 ・ ラ イセ ンス 収入 」 


・ 62.596 
:56.8% 
:31.896 
:12.596 
:12.596 (複数 回 答 ) 


ー つ ナノ テク 事業 自体 で 研究 開発 や 事業 化 資金 を まかなえる 状況 に な い 
つ 政 府 、 目 治 体 か ら の 研究 開発 補助 金 へ の 期待 


育 景 : ナノ テク 製品 化 に お いて は 高価 ん 
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fr 
dak 


備 が 必要 と され て いる 事 等 


[T 33 外部 と の 連携 - 大 学 ・ 研 究 機関 、 異 業種 企業 を 重視 - 


異 業 種 企 業 と の 連携 の 状況 と 必要 性 


製造 業 全般 
ーー 


Ema aa el 
= — aa m 


aa 


*&omtB2 
r. 
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[T 33 外部 と の 連携 - 大 学 ・ 研 究 機関 、 異 業種 企業 を 重視 - 
画 大 学 ・ 研 究 機関 の 連携 の 状況 と 必要 性 


か な り 必 要 だ と 思う 
まあ 必要 だ と 思う 
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円 34 ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 一 需 要 表 現 を 重視 一 


ES (hi s——1 表現 


製造 業 


すべ て 表現 で き て いる 
だ いた い 表 現 で き て いる 18.2% 18.5% 17.6% 10.0% 


NY 


| あま り 表現 で き て いな い 。 | 27. | 27.3% | | 296% 6% | 235% 5% 47. | 470%| 


まっ た く r 12.5% 23.5% 22.0% 


製造 業 
k= 


Ban 
あま り め 要 で は な い 
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円 34 ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 一 需要 表現 を 重視 一 


量 ト ッ プ ダウ ン 型 技術 経営 と 必要 性 


Pn 


ほとん ど 実 施さ れ て いな い 23.9% 27.8% 17.6% 19.0% 


5 Ë > 
に 
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TI 34 ビジ ョ ン 


の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 一 需要 表現 を 重視 一 


量 技術 ロー ド マ ッ プ の 策定 の 有無 と 見 直し 頻度 


Pa maa 


策定 し て いる 39.8% 50.0% 23.5% | 450%| 0% 
策定 し て いな い 59.1% 50.0% 73.5% 54.0% 


s 


s 1 回 | 250%| 0% | 30%| 
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l 4 ナノ テク 事業 化 の 方 向 性 と 求め られ る 公 的 支援 策 


本 事例 研究 の まとめ 

出 ナ ナノ テク の 製品 開発 段階 に お ける 主要 な デス バレ ーー 要因 
(1) 資 金 面 
(2) 外 部 と の 連携 


(3③ ビ ジョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 


還 デ スバ レー の 克服 に 向け て 
(1) 資 金 で は 公 的 資金 の 活用 を 重視 
(2) 外 部 と の 連携 で は 大 学 ・ 研 究 機関 、 異 業種 企業 と の 連携 を 重視 、 
(3) ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 で は 需要 (市 場 ニ ー ズ ) 表現 を 重視 
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還 41「 資 金 面 の 問題 」 で 求め られ る 公 的 支援 
上 科学 技術 関連 公 的 資金 の 柔軟 性 向上 


く 米国 > 

資金 面 の 問題 は 、 米 国 で は 先端 科学 技術 事業 化 の 最 重 要 課 題 と 認識 

1980 年 代 以降 、 製 品 開発 段階 の 資金 ギャ ッ プ 解消 を 目的 に 、ATP や SBIR 等 の 中 小 企業 を 対象 と し た 研 
究 開発 支援 制度 が 導入 

「 公 的 資金 が 提供 され た 企業 に 対し 、 当該 事業 以外 の 有望 事業 へ の 資金 転用 を 認め る べき で ある 
(Lerner(2000),p.91) 」 

つ 時 間 の 経過 と 共に 刻々 と 変化 する ビジ ネス 環境 に 柔軟 に 対応 し な けれ ば な ら な い 企 業 に と っ て 、 現状 
の 公 的 資金 は 柔軟 性 が 欠け て いる と の 課題 が 論じ られ て いる 。 


日 本 > 
こう し た 公 的 資金 の 務 較 性 の 欠如 に 関し く は 、 イ ンタ ビュ ー 調 栓 の 結果 、 我 が 国 に お いて も 同様 の 状況 
š8 


つ 公 的 資金 の 柔軟 性 の 向上 は 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 に お いて 改善 され る べき 主要 な 課題 の ー つ 。 


— ° š - = ° == =E 
E| ナノ テク ベン チャ ー を 資金 面 で 支援 する パー トナ ー 育 成 

< ナノ テク ベン チャ ー へ の イン タビ ュー> 
ナノ テク ベン チャ ー の 経営 者 「 真 に 革新 的 な ナノ 技術 の 製品 開発 は 10 億 以上 の 資金 が 必要 だ が 、 日 本 
の ベン チャ ー キ ャ ピタ ル は 近視 眼 的 で 、10 億 円 規模 の 資金 は 出せ な い 」 
RR 
・ 商 社 に ビジ ネス と し て 高額 な ナノ テク 関連 装置 の リー ス 事 業 へ の 参入 を 期待 
つ 公 的 セク ター に お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル や 商社 等 ビジ ネス と し て 資金 面 で ナノ テク ベン チャ ー 
を 支援 する パー トナ ー の 充実 に 向け た 公 的 施策 も 必要 。 
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TI 4.2「 外 部 と の 連携 の 問題 」 で 求め られ る 公 的 支援 
E, 異 分 野 、 異 業種 の 研究 開発 、 事 業 化 連携 促進 


く < ナノ テク ベン チャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 > 

「 ナ ノ テ ク の 製品 開発 に は 、 従 来 の 協力 企業 以外 へ の 試作 品 の 提供 機会 を 通じ 
た 新た な キラ ー ア プリ ケー ショ ン の 発掘 が 重要 で ある 」 

・ ナ ノ テ ク の 製品 開発 に は 、 学 際 的 、 分 野 横断 的 な 取組 み が 必 要 
従来 の 学問 、 企 業 グ ルー プ 、 業界 を 越え た 異 分 野 、 異 業種 と の 連携 が 必要 


つ 公 的 セク ター 
(1) 異 な る 業界 の 企業 が 参加 する 研究 開発 ブロ ジェ クト を 奨励 優遇 
(2) 公 的 な 研究 施設 の 整備 に あたっ て は 異 分 野 、 異 業種 融合 を 優先 
等 の 施策 が 求め られ る 。 
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| 取り 組ん で いる ナノ テク ノロ ジー ビジ ネス の 分 野 


機能 材料 

(ナノ / チ ュー ブフ 以外 ) 
機能 材料 
(ナノ チュ ー ブ 関連 ) 
加工 関連 技術 


新 エ ネル ギー 


プロ セス ・ 構 造形 成 


計測 ・ 評 価 関連 技術 
ナノ バイ オロ ジー 
半導体 集積 回 路 
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[| 取り 組ん で いる ナノ テク ノロ ジー ビジ ネス の 概要 


ナノ テク を 利用 し て 
従来 製品 の 機能 向上 


ナノ テク 製品 を 
新た に 開発 


ナノ テク の た め の 
支援 機器 等 を 開発 
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